
      

 

資料 1-2 

制度改正について 
 

（１）出産育児一時金について 

  令和４年度の全施設の出産費用の平均額の推計等を勘案し、令和５年４月から全国一律 

で 50 万円に引き上げられます。（令和５年第１回市議会に条例改正案を提出） 
 

現行 改正後 

42 万円 

（40.8 万円+加算額 1.2 万円） 

50 万円 

（48.8 万円+加算額 1.2 万円） 
 

 ※加算額：産科医療保障制度の加算対象となる出産の場合に加算されます。 

  （全国の医療機関や診療所はほぼこの制度に加入しています。新潟県内の加入率 100％） 

 

 

（２）課税限度額について 

保険料負担が、より負担能力に応じたものになるよう課税限度額を改正するものです。 

令和５年度から適用されます。（３月末条例改正予定） 
 

区分 現行 改正後 超過見込世帯数 
影響額 

（増収見込額） 

医療分 650,000 円 据置 - - 

支援金等分 200,000 円 220,000 円 38 世帯（▲5 世帯） 785,488 円 

介護分 170,000 円 据置 - - 

 

 

（３）５割軽減・２割軽減の基準見直しについて 

  令和４年度の消費者物価の伸びの見通し等を考慮し、保険料軽減の所得判定基準額が 

変更となります。令和５年度から適用されます。（３月末条例改正予定） 

軽減割合 現行 改正後 

７割 
基礎控除額(43 万円)＋10 万円×(年金・給与所得者

の数-1) 
変更なし 

５割 

基礎控除額(43 万円)＋10 万円×(年金・給与所得者

の数-1)+28.5 万円×(被保険者数+特定同一世帯所

属者数) 

左記下線部が 

29 万円に 

変更 

２割 

基礎控除額(43 万円)＋10 万円×(年金・給与所得者

の数-1)+52 万円×(被保険者数+特定同一世帯所属

者数) 

左記下線部が 

53.5 万円に変更 

 


